
各務原市コミュニティ助成事業補助金交付要綱 

                         （平成２６年４月１日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内のコミュニティ活動の充実及び強化を図ることにより、地

域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与するため、一般財団法人自治総合セン

ター（以下「センター」という。）が行うコミュニティ助成事業による助成金を財

源とした各務原市コミュニティ助成事業補助金（以下「補助金」という。）を予算

の範囲内において交付するものとし、その交付に関して各務原市補助金交付規則（昭

和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（補助事業者） 

第２条 補助事業者は、次条に規定する補助事業を実施する団体とする。 

（補助事業） 

第３条 補助事業は、センターが定めるコミュニティ助成事業実施要綱（以下「実施

要綱」という。）に基づく一般コミュニティ助成事業に係る助成（以下「助成」と

いう。）の決定を受けた事業とする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、実施要綱に基づき、センターから助成の決定を受けた金額と

する。 

 （応募等） 

第５条 市長は、別に期間を定めて、助成の申請の対象となる団体を募集するものと

する。 

２ 前項の募集に応じようとする団体は、一般コミュニティ助成事業希望届（別記様

式）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）一般コミュニティ助成事業に関する調書 

（２）購入を希望する設備、備品等の仕様が分かるカタログ、説明資料、写真等 

３ 市長は、前項の規定による書類の提出があったときは、その適否を審査し、適当

と認める団体が複数あったときは、別に定める選定基準に基づき、助成の申請の対

象となる団体を決定する。 

４ 市長は、前項の規定により助成の申請の対象となった団体に対し、センターに提

出する書類の提出を求め、岐阜県を通じてセンターに提出するものとする。 



５ 市長は、センターから岐阜県を通じて助成の決定の通知を受けたときは、速やか

に当該助成の申請をした団体に通知するものとする。  

（補助金の申請） 

第６条 前条第５項の規定による通知を受けた団体は、規則第４条第１項に規定する

申請書を市長に提出するものとする。 

 （計画変更の申請等） 

第７条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、速やかに規則第

９条第１項に規定する補助事業計画変更承認申請書を市長に提出し、その承認を受

けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該事業が完了した日以後３０

日を経過する日又は補助金の交付の決定があった日の属する年度の３月３１日のい

ずれか早い日までに、規則第１１条に規定する補助事業実施報告書に市長が必要と

認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付） 

第９条 補助事業者は、補助金の確定の通知を受けたときは、規則第１４条第２項に

規定する補助金交付請求書を市長に提出し、補助金の交付を請求するものとする。 

 （財産の処分の制限） 

第１０条 補助金の交付を受けた団体は、補助事業により取得し、又は効用の増加し

た設備及びその従物については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４

０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けない

で、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供してはならない。 

（関係書類の保存） 

第１１条 補助金の交付を受けた団体は、補助金の交付を受けた年度の終了後５年間、

補助事業に係る帳簿等証拠書類を保存しなければならない。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

定める。 

   附 則 

 この要綱は、決裁の日から施行し、平成２６年度の予算に係る補助金から適用する。 



   附 則（令和６年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 



別記様式（第５条関係） 

  年  月  日 

 

（宛先）各務原市長 

  

団体名                    

代表者名                     

住所                          

電話番号                    

 

  一般コミュニティ助成事業希望届 

 

 見出しの事業について、下記の確認項目に了解のうえ、関係書類を添えて提出しま

す。 

 

記 

■確認事項 

№ 確認できたら、右のチェック欄にチェック☑を入れてください。 チェック欄 

１ 団体の規約が提出できる。  

２ 申請年度の事業計画書が提出できる。  

３ 申請年度の予算書が提出できる。  

４ 期間内に事業実施（発注、納品等）が確実にできる。  

５ すべての備品に広報マーク（案内Ｐ６、Ｐ７参照）が表示できる。  

６ 
保管場所が確保されている。 

※保管場所の所有者が第三者の場合は、同意を得ている。 
 

７ 申請時に見積書が提出できる。  

８ 事業終了後２週間以内に領収書が提出できる。  

９ 備品や設備の維持管理は、団体自らが行うこととなっている。  

10 国の補助金を受けていない。  

■添付書類 

１．一般コミュニティ助成事業に関する調書 

２．購入したい設備、備品等の仕様が分かるカタログ、説明資料、写真等   


